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　1.はじめに
　脱税の経済学的分析の分野では, AUingham and Sandmo 〔1〕,Kolm〔19〕，
Srinivasan〔35〕,Yitzhaki〔44〕以来もっぱら直接税の脱税一主として所
得税の脱税一問題が取り扱われてきた1）。これに対して，間接税の脱税
問題を分析した論文は最初の段階では例外的な存在であったが，今日まで
に多少の蓄積がみられるようになった。いま，前提とする市場構造に注目
しながらそれらを示すとすると，完全競争を前提とするものとしてVir-
mani〔38〕，独占を仮定するものについてはKreutzer and Ｌｅｅ〔20〕，〔21〕，
Marreli〔24〕,Wang and Conant〔40〕,Wang〔39〕, Yaniv〔43〕，複占を想定
するものではMarrelli and Martina〔24〕等があげられる。本論文ではMar-
relliand Martina〔24〕とは異なる利潤税からの脱税の定義を用いて複占に
おける脱税問題を検討する。
　本論文の構成について述べると，第２節では本稿での分析の基礎をなす
複占モデルを利潤最大化のための一階の条件と二階の条件に重点をおきな
がら提示することにする。本橋の主題である複占モデルでの脱税問題の分
析は第３節でなされる。まとめにおいては今後追求すべき残された問題に
ついて言及する。
　2.複占モデル
　ニつの企業が同質の生産物を生産する一つの市場を考える。逆需要関数
―252（１１9)－
は生産物価格φ)を総需要量一生産量－(Ｑ)の関数として表わすもので
ある。
　ここで91と々2はそれぞれ両複占企業の生産量水準である。これら両
者の合計が産業全体の生産量(Ｑ)となる。
　各複占企業の総収入(Ri)はその企業自身の生産水準とその企業のライ
バル企業の生産水準に依存する。
　各企業の利潤(tt,)はそれぞれの総収入（瓦)マイナス総費用(Ｇ)に等し
い。
　(3)の両辺を9,で微分してゼロとおくと，各企業の利潤最大化のための
一階の条件をうる。
二階の条件は次のごとくである。
3｡複占モデルにおける脱税分析
本節では前節の複占モデルに脱税を考慮し分析をすすめる。二企業の利
　　　　　　　　　　　　－251(120)－
潤に一定率(r)で課税がなされるとする。また４の率で生産費を過剰申
告することで利潤を実際より少なくすることにより租税負担の一部を回避
しようと計画するとする。第丿企業の脱税が露見する確率(μ,)と脱税露
見により課せられる罰金率（蜀)を一定とする。
　ここでO≦μ,≦1, Si< 1。Si> Siである。
　第ｉ企業の脱税が露見しない場合の利潤は次のように表わされる。
第丿企業の脱税が露見する場合の利潤は次式の如くである。
　複占下にある二企業の問題は，それぞれの条件付き期待効用を最大にす
るように9,と４を選ぶことである。
ターン・タッカーの条件は次のようになる。
－250(121)－
　ここで77はラグランジュ関数であり，λ,はラグランジュ乗数である。
　経済学的に中心となるケースすなわち,　ｑi＞０,１＞４＞Ｏの場合を考
察する。
　（頁）,(12),(13),（ロ）より㈲式は
となり，一階の条件はＭＲｉ= R'.= C＼= MCiであることがわかる。これは
脱税がない場合の(4)と一致する。
　次に二階の条件は(19)の一階の条件を考慮すると
であると判明する。
　従って二階の条件はR" <c';である。これも脱税を考えないケースで
ある（５）と同じである。
　脱税率（4）に関する一階の条件および二階の条件を検討する。
　１＞瓦＞Ｏとすると，圈，㈲，（17）から一階の条件は
となる。また二階の条件は次式で示される。
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　よって二企業が危険回避者(risk averter),(ぴ(7r,1)＜0,ぴ(7r,2)＜O)であ
るならば二階の条件は成立する。
　4.むすび
　以上本稿においては，複占企業が生産費を水増して，利潤を実際より少
なく申告することによって脱税を計画する複占モデルを考えて，利潤最大
化のための一階の条件および二階の条件を導出した。そしてこれらの条件
は脱税が行なわれない場合の複占モデルの条件と一致することを明らかに
した。
　本稿で分析されなかった残された問題としては，脱税を考慮した複占モ
デルにおける一般的な形での均衡解の存在証明があげられる。
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